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議案第 51 号 

 

   専決処分につき承認を求めることについて 

 

 令和８年度生駒市の一般会計の補正予算（第３回）を定めることについて

は、市議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和８年７月１５日別紙のとおり処

分したから、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

  令和８年９月１日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史    
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専第 ９ 号 

 

           専  決  処  分  書 

 

 令和８年度生駒市の一般会計の補正予算（第３回）を地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、専決処分する。 

 

  令和８年７月１５日 

 

                     生駒市長 小 紫 雅 史   

 

   令和８年度生駒市一般会計補正予算（第３回） 

 

 令和８年度生駒市の一般会計の補正予算（第３回）は、次に定めるところによ

る。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２０，０００千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４９，０６８，８７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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議案第 52 号 

 

令和８年度生駒市一般会計補正予算（第４回） 

 

 令和８年度生駒市の一般会計の補正予算（第４回）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，２６０，５７４千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５１，３２９，４４４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表地方債補正」による。 

 

令和８年９月１日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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追加 [単位　千円]

追加 ［単位　千円］

第　２　表　繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　業　名 金　　額

道 の 駅 導 入 可 能 性 調 査 業 務
　令和８年度から
　　　　　　令和９年度まで

２０，４５９

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　度　　額

コミュニティセンター整備事業 ７，５６２

第　３　表　債　務　負　担　行　為　補　正

教 育 費

介 護 老 人 保 健 施 設 整 備 事 業 ３，６０７民 生 費 社 会 福 祉 費

生 涯 学 習 施 設 整 備 事 業 １４，５７２

社 会 教 育 費

教 育 総 務 費 生駒南小学校・中学校整備事業 ３９６，０００
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１　追加 ［単位　千円］

２　変更 ［単位　千円］

5.0％以内(ただし､利率見
直し方式で借り入れる場合
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定するものとする。ただ
し、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、若しくは繰上
償還又は低利に借換えることができ
る。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　　率

〃 〃 〃
生涯学習
施設
整備事業

172,400 〃 〃 〃 175,000

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後
起 債 の
目 的 限 度 額 利 率 限 度 額

第　４　表　地　方　債　補　正

起 債 の
方 法

起 債 の
方 法

利 率償還の方法 償還の方法

償　還　の　方　法

道 路 河 川
災 害 復 旧 事 業

78,900
証書借入
又　　は
証券発行

証書借入
又　　は
証券発行

5.0％以内
(ただし､利
率見直し方
式で借り入
れる場合に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

　政府資金につい
てはその融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものとする。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、若しくは繰上
償還又は低利に借
換えることができ
る。

生駒南
小学校・
中学校
整備事業

60,400
証書借入
又　　は
証券発行

5.0％以内
(ただし､利
率見直し方
式で借り入
れる場合に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

　政府資金につい
てはその融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものとする。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、若しくは繰上
償還又は低利に借
換えることができ
る。

588,400
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議案第 53 号 

 

令和８年度生駒市介護保険特別会計補正予算（第１回） 

 

 令和８年度生駒市の介護保険特別会計の補正予算（第１回）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２２，０６８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０，８８６，４９９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年９月１日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 54 号 

 

令和８年度生駒市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１回） 

 

 令和８年度生駒市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第１回）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年９月１日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 55 号 

令和８年度生駒市病院事業会計補正予算（第１回） 

（総則） 

第１条 令和８年度生駒市病院事業会計の補正予算（第１回）は、次に定めると

ころによる。 

（資本的収入及び支出） 

第２条 令和８年度生駒市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第４条本

文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３６２ ,５９４千

円は、当年度分消費税等調整額５６ ,２７２千円、過年度分損益勘定留保資金

１１２ ,０３８千円及び当年度分損益勘定留保資金１９４ ,２８４千円で補てん

するものとする」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３６２ ,

５６０千円は、当年度分消費税等調整額２８ ,１２３千円、過年度分損益勘定

留保資金１１２ ,０３８千円及び当年度分損益勘定留保資金２２２ ,３９９千円

で補てんするものとする」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。 

収 入 

科 目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的収入 622,344 千円 △309,600 千円 312,744 千円 

第１項 企業債 619,600 千円 △309,600 千円 310,000 千円 
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支 出 

科 目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 資本的支出 984,938 千円 △309,634 千円 675,304 千円 

第１項 建設改良費 621,426 千円 △309,634 千円 311,792 千円 

（継続費） 

第３条 予算第５条に定めた継続費の総額を次のように改める。 

款 項 事業名 総額 年度 年割額 

資本的 

支 出 

建 設 

改良費 

生駒市立

病 院 

施設整備

事 業 

（補正前 

944,134 千円） 

1,491,160 

千円 

令和７年度 324,500 千円 

令和８年度 

（補正前 

619,634 千円） 

310,000 千円 

令和９年度 

（補正前―） 

856,660 千円 
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（企業債） 

第４条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のように改める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

病院施設 

整備事業 

（補正前 

619,600 

千円） 

310,000 

千円 

証書借入 

又 は 

証券発行 

5.0 ％ 以内 

（ た だ し 、 利

率 見 直 し 方 式

で 借 り 入 れ る

場 合 に つ い

て 、 利 率 の 見

直 し を 行 っ た

後 に お い て

は 、 当 該 見 直

し後の利率） 

政府資金についてはそ

の融資条件により、銀行

その他の場合にはその債

権者と協定するものとす

る。ただし、企業財政の

都合により据置期間及び

償還期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は低利に

借換えることができる。 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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(単位　千円)

資 本 的

収 入

(単位　千円)

資 本 的

支 出

建 設

改 良 費

新 設 工事請負費 310,000

改 良 費 備品購入費 1,792

２ 資本的収入及び支出

1 621,426 △309,634 311,792

△309,634

△309,634

既決予定額 補正予定額

1 621,426 311,792

款 項 目

企 業 債 △309,600

備　　　考

１ 984,938 675,304

1 619,600

計

支　出

備　　　考

１ 622,344 312,744

1 619,600 310,000

計

310,000

令和８年度 生駒市病院事業会計補正予算（第１回）実施計画

△309,600

△309,600

款 項 目 既決予定額 補正予定額

企 業 債

収　入
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 45,203

減価償却費 355,428

賞与引当金の増減額（△は減少） 66

長期前受金戻入額 △89,369

受取利息及び配当金 △371

支払利息及び企業債取扱諸費 12,359

未収金の増減額（△は増加） △64,848

未払金の増減額（△は減少） △18,277

小計 240,191

利息及び配当金の受取額 371

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △2,989

業務活動によるキャッシュ・フロー 237,573

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △539,929

補助金、負担金等による収入 2,501

投資活動によるキャッシュ・フロー △537,428

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 613,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △3,512

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 △360,417

財務活動によるキャッシュ・フロー 249,371

資金増減額 △50,484

資金期首残高 308,132

資金期末残高 257,648

令和８年度生駒市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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（単位：千円）　

１

イ 4,933,199

△1,833,399 3,099,800

ロ 3,653,615

△2,612,669 1,040,946

ハ 9,618

△7,589 2,029

ニ 557,600

4,700,375

イ 2,005

2,005

4,702,380

２

257,648

72,486

330,134

5,032,514

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

資 産 合 計

(1)

(2)

令和８年度生駒市病院事業予定貸借対照表

(1)

建 物

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

（令和９年３月３１日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 合 計

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

水 道 施 設 利 用 権

現 金 預 金
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３

637,687

イ 建設改良費等の財源に 3,282,324

充てるための長期借入金

ロ 164,098

3,446,422

4,084,109

４

5,867

イ 建設改良費等の財源に 200,000

充てるための長期借入金

ロ 732

200,732

18,486

1,931

227,016

５

2,148,979

長期前受金収益化累計額 △1,109,869

1,039,110

5,350,235

６ 200,000

７

イ 当年度未処理欠損金 517,721

△517,721

△517,721

△317,721

5,032,514

負　　債　　の　　部

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

利 益 剰 余 金

他 会 計 借 入 金 合 計

資 本 合 計

固 定 負 債

(1)

(2) 他 会 計 借 入 金

(1)

(2) 他 会 計 借 入 金

その他長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(2)

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1)

(3) 未 払 金

(4) 引 当 金

その他長期借入金

剰 余 金

資 本 金

企 業 債
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議案第 56 号 

 

生駒市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

   生駒市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例 

 生駒市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年１２

月生駒市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中３の項を削り、４の項を３の項とし、５の項から１１の項までを１

項ずつ繰り上げる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 57 号 

 

生駒市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

 生駒市認可地縁団体印鑑条例（平成５年４月生駒市条例第１６号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条第１項第１号中「第１９条第１項第１号へ」を「第１８条の３第１項第

６号」に改める。 

 第１１条第１項中「第１９条第１項第１号ト」を「第１８条の３第１項第７号

」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 
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議案第 58 号 

 

生駒市任期付市費負担教員の給与等に関する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市任期付市費負担教員の給与等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５

項、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１３条並びに公立の義務教

育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第７７号

）第３条第１項及び第３項並びに第６条第１項及び第３項の規定に基づき、生

駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成１９年１２

月生駒市条例第２８号）第２条第２項の規定により任期を定めて採用される市

費負担教員の給与その他の勤務条件の特例に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において「市費負担教員」とは、生駒市立の小学校及び中学校

の教諭で常勤のもの（地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第３７条第１項に規定する県費負担教職員を除く｡)をいう。 

（給料等） 

第３条 市費負担教員には、別表の給料表を適用する。 
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２ 市費負担教員の初任給及び昇給の基準は、教育委員会規則で定める。 

（教員特殊業務手当） 

第４条 市費負担教員が、次に掲げる業務に従事した場合において、その業務が

心身に著しい負担を与えると教育委員会が認める程度に及ぶときは、特殊勤務

手当として教員特殊業務手当を支給する。 

(1) 学校の管理下において行う非常災害時等の緊急業務で次に掲げるもの 

ア 非常災害時における児童若しくは生徒の保護又は緊急の防災若しくは復

旧の業務 

イ 児童又は生徒の負傷、疾病等に伴う救急の業務 

ウ 児童又は生徒に対する緊急の補導業務 

(2) 修学旅行、林間学校、臨海学校等（学校が計画し、及び実施するものに

限る｡)において児童又は生徒を引率して行う指導業務で宿泊を伴うもの 

(3) 教育委員会が定める対外運動競技等において児童又は生徒を引率して行

う指導業務で宿泊を伴うもの又は生駒市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例（平成７年３月生駒市条例第３号。以下「勤務時間条例」という｡)第３条

第１項、第４条及び第５条第１項の規定に基づく週休日並びに勤務時間条例

第３条第３項及び勤務時間条例第５条第２項において読み替えて準用する同

条第１項の規定に基づく勤務時間を割り振らない日（次号において「週休日

等」という｡)若しくは生駒市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２

年７月生駒市条例第２３号。以下「給与条例」という｡)第９条に規定する祝

日法による休日等若しくは年末年始の休日等若しくは給与条例第１１条後段

の市長が規則で定める日（次号において「休日等」という｡)に行うもの 

(4) 学校の管理下において行われる部活動（正規の教育課程としてのクラブ

活動に準ずる活動をいう｡)における児童又は生徒に対する指導業務で週休日

等、休日等又は休日等に当たる日以外の正規の勤務時間が４時間である日に
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行うもの 

２ 教員特殊業務手当の額は、従事した日１日につき１２，８００円を超えない

範囲内において教育委員会規則で定める。 

（義務教育等教員特別手当） 

第５条 市費負担教員には、義務教育等教員特別手当を支給する。 

２ 義務教育等教員特別手当の額は、１月につき７，９００円を超えない範囲内

において次に掲げる校務の種類に応じ、その困難性その他の事情を考慮して、

教育委員会規則で定める。 

 (1) 学級を担任する業務 

(2) 前号に掲げるもの以外の校務 

（教職調整額） 

第６条 市費負担教員には、教職調整額を支給する。 

２ 教職調整額の月額は、給料月額に１００分の１０を乗じて得た額とする。 

３ 市費負担教員の給与に関し、給与条例に規定する地域手当、期末手当若しく

は勤勉手当又は生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市

条例第３０号）に規定する退職手当について給料をその算定の基礎とする場合

にあっては、当該給料の額に教職調整額の額を加えた額を算定の基礎とする。 

４ 市費負担教員の給与に関し、休職の期間中に給料が支給される場合において

は、当該給料の額に教職調整額の額を加えた額を支給する。 

(正規の勤務時間を超える勤務等) 

第７条 市費負担教員については、正規の勤務時間（勤務時間条例第７条第１項

に規定する正規の勤務時間をいう。以下この項において同じ｡)の割振りを適正

に行い、原則として時間外勤務（正規の勤務時間を超えて勤務することをい

い、次に掲げる日において正規の勤務時間中に勤務することを含む。次項にお

いて同じ｡)は命じないものとする。 
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 (1) 勤務時間条例第９条に規定する祝日法による休日及び年末年始の休日 

 (2) 給与条例第１１条の規定により休日勤務手当が給与条例の適用を受ける

職員に対して支給される日（前号に掲げる日を除く｡) 

２ 市費負担教員に対し時間外勤務を命ずる場合は、次に掲げる業務に従事する

場合であって臨時又は緊急のやむを得ない必要があるときに限るものとする。 

(1) 校外実習その他生徒の実習に関する業務 

(2) 修学旅行その他学校の行事に関する業務 

(3) 職員会議（教育委員会の定めるところにより学校に置かれるものをい

う｡)に関する業務 

(4) 非常災害の場合、児童又は生徒の指導に関し緊急の措置を必要とする場

合その他やむを得ない場合に必要な業務 

（給与条例の適用除外） 

第８条 給与条例第３条から第３条の３まで、第４条（第１項ただし書の規定を

除く｡)、第１０条、第１１条及び第１４条から第１４条の３までの規定は、市

費負担教員には適用しない。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 次の表の左欄に掲げる期間における第６条第２項の規定の適用については、

同項中「１００分の１０」とあるのは、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とす

る。 
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令和９年１月１日から同年１２月３１日まで １００分の６ 

令和１０年１月１日から同年１２月３１日まで １００分の７ 

令和１１年１月１日から同年１２月３１日まで １００分の８ 

令和１２年１月１日から同年１２月３１日まで １００分の９ 

 （生駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正） 

３ 生駒市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成１９年

１２月生駒市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第９条を第１０条とし、第８条の次に次の１条を加える。 

（市費負担教員の給与に関する特例） 

第９条 第２条第２項の規定により任期を定めて採用された市費負担教員の給

与の特例については、別に条例で定める。 

（生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

４ 生駒市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和４３年１２月生駒市条例第３

５号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「この条例は」の次に「、別に定めるもののほか」を加える。 
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別表（第３条関係） 

号給 給料月額（円） 

１ ２３４，０００ 

２ ２３６，４００ 

３ ２３８，８００ 

４ ２４１，３００ 

５ ２４３，７００ 

６ ２４６，１００ 

７ ２４８，５００ 

８ ２５１，０００ 

９ ２５３，４００ 

10 ２５５，０００ 

11 ２５６，６００ 

12 ２５８，２００ 

13 ２５９，８００ 

14 ２６１，２００ 

15 ２６２，６００ 

16 ２６４，０００ 
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17 ２６５，４００ 

18 ２６６，６００ 

19 ２６７，８００ 

20 ２６９，０００ 

21 ２７０，３００ 

22 ２７１，４００ 

23 ２７２，５００ 

24 ２７３，７００ 

25 ２７５，０００ 

26 ２７６，７００ 

27 ２７８，４００ 

28 ２８０，１００ 

29 ２８１，８００ 

30 ２８３，８００ 

31 ２８６，０００ 

32 ２８８，２００ 

33 ２９０，４００ 

34 ２９２，６００ 
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35 ２９４，８００ 

36 ２９６，９００ 

37 ２９８，９００ 

38 ３００，８００ 

39 ３０２，７００ 

40 ３０４，５００ 

41 ３０６，３００ 

42 ３０８，２００ 

43 ３１０，０００ 

44 ３１１，７００ 

45 ３１３，４００ 

46 ３１５，２００ 

47 ３１６，９００ 

48 ３１８，５００ 

49 ３２０，１００ 

50 ３２１，８００ 

51 ３２３，６００ 

52 ３２５，３００ 
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53 ３２６，６００ 

54 ３２８，５００ 

55 ３３０，３００ 

56 ３３２，０００ 

57 ３３３，６００ 

58 ３３５，５００ 

59 ３３７，２００ 

60 ３３８，９００ 

61 ３４０，６００ 

62 ３４２，３００ 

63 ３４４，０００ 

64 ３４５，７００ 

65 ３４７，４００ 

66 ３４８，７００ 

67 ３５０，０００ 

68 ３５１，３００ 

69 ３５２，８００ 

70 ３５４，３００ 
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71 ３５５，８００ 

72 ３５７，３００ 

73 ３５８，６００ 

74 ３６０，１００ 

75 ３６１，６００ 

76 ３６３，０００ 

77 ３６４，４００ 

78 ３６５，９００ 

79 ３６７，４００ 

80 ３６８，９００ 

81 ３７０，２００ 

82 ３７１，５００ 

83 ３７２，８００ 

84 ３７４，０００ 

85 ３７５，２００ 

86 ３７６，４００ 

87 ３７７，５００ 

88 ３７８，６００ 
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89 ３７９，６００ 

90 ３８０，７００ 

91 ３８１，８００ 

92 ３８２，９００ 

93 ３８４，０００ 

94 ３８５，１００ 

95 ３８６，１００ 

96 ３８７，２００ 

97 ３８８，２００ 

98 ３８９，２００ 

99 ３９０，１００ 

100 ３９１，０００ 

101 ３９１，８００ 

102 ３９２，８００ 

103 ３９３，６００ 

104 ３９４，５００ 

105 ３９５，３００ 

106 ３９６，２００ 
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107 ３９７，１００ 

108 ３９８，０００ 

109 ３９８，８００ 

110 ３９９，８００ 

111 ４００，７００ 

112 ４０１，６００ 

113 ４０２，２００ 

114 ４０３，１００ 

115 ４０４，０００ 

116 ４０４，９００ 

117 ４０５，７００ 

118 ４０６，４００ 

119 ４０７，２００ 

120 ４０８，０００ 

121 ４０８，６００ 

122 ４０９，３００ 

123 ４１０，０００ 

124 ４１０，６００ 
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125 ４１１，２００ 

126 ４１１，９００ 

127 ４１２，４００ 

128 ４１３，０００ 

129 ４１３，６００ 

130 ４１４，２００ 

131 ４１４，７００ 

132 ４１５，２００ 

133 ４１５，５００ 

134 ４１５，８００ 

135 ４１６，０００ 

136 ４１６，３００ 

137 ４１６，６００ 

138 ４１６，９００ 

139 ４１７，２００ 

140 ４１７，５００ 

141 ４１７，８００ 

142 ４１８，１００ 
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143 ４１８，４００ 

144 ４１８，７００ 

145 ４１８，９００ 

146 ４１９，２００ 

147 ４１９，５００ 

148 ４１９，７００ 

149 ４１９，９００ 

150 ４２０，２００ 

151 ４２０，５００ 

152 ４２０，７００ 

153 ４２０，９００ 

154 ４２１，２００ 

155 ４２１，５００ 

156 ４２１，７００ 

157 ４２１，９００ 
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議案第 59 号 

 

生駒市都市計画事業基金条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市都市計画事業基金条例 

（設置） 

第１条 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）に基づいて行う都市計画事業

又は土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に基づいて行う土地区画整

理事業（次条においてこれらを「事業」という｡)に要する費用の財源に充てる

ため、都市計画事業基金（以下「基金」という｡)を設置する。  

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、毎年度の都市計画税の収入額のうち、当該

年度における事業に要した費用に充てた財源の残額に相当する額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法

により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えるこ

とができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この
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基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間

及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することが

できる。 

（処分） 

第６条 基金は、設置目的の財源に充てる場合に限り、その全部又は一部を処分

することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が

定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 60 号 

 

生駒市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

   生駒市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 生駒市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年１２月生駒市条例第４３号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う｡)第３４条の１６第１項の規定に基づき、家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

  （定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「基準省令

」という｡)において使用する用語の例による。 

 （家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準） 

第３条 第１条の基準は、次条から第６条までに定めるもののほか、基準省令の

定めるところによる。 

 （家庭的保育事業の職員の特例） 
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第４条 家庭的保育事業を行う場所ごとの家庭的保育者及び家庭的保育補助者の

数は、保育時間中において２人を下回ることができないものとし、そのうち１

人は保育士（奈良県の区域に係る法第１８条の２９に規定する地域限定保育士

を含む。次条において同じ｡)でなければならない。  

 （小規模保育事業所Ｃ型の職員の特例） 

第５条 小規模保育事業所Ｃ型ごとの家庭的保育者及び家庭的保育補助者の数

は、保育時間中において２人を下回ることができないものとし、そのうち１人

は保育士でなければならない。 

（事業所内保育事業を行う事業所の設備の基準の特例） 

第６条 事業所内保育事業（利用定員が２０人以上のものに限る｡)を行う事業所

の乳児室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき３．３平方メー

トル以上とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置等） 

２ 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準省令の附則及び基準省令を

改正する省令の附則に規定する経過措置等の例による。 

 （生駒市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

３ 生駒市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和

７年１２月生駒市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第４号中「（平成２６年１２月生駒市条例第４３号）」を「（令和８

年９月生駒市条例第  号）」に改める。 
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議案第 61 号 

 

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例 

 生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年１２月生駒市条例第４２号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下

「法」という｡)第３４条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育

・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定めるものとする。 

  （定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基

準（平成２６年内閣府令第３９号。以下「基準府令」という｡)において使用す

る用語の例による。 

 （特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準） 

第３条 第１条の基準は、基準府令の定めるところによる。 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置等） 

２ 第３条の規定の適用に関する経過措置等は、基準府令の附則及び基準府令を

改正する府令の附則に規定する経過措置等の例による。 
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議案第 62 号 

 

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する

条例の一部を改正する条例 

 生駒市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例

（令和元年８月生駒市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第５号中「第４３条第２項」を「第４３条第４項」に改め、同条第６号

中「子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」とい

う｡)第４条第１項第１号」を「法第２７条第１項」に改め、同条第７号中「令」

を「子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」とい

う｡)」に改める。 

 別表備考第６項中「及び第３１４条の８」を「、第３１４条の８及び第３１４

条の９」に、「第５条の４第６項、第５条の４の２第５項」を「第５条の４第５

項」に、「及び第４５条」を「、第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第２

項並びに第４５条」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 63 号 

 

生駒市子ども医療費助成条例等の一部を改正する条例の制定につい

て 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市子ども医療費助成条例等の一部を改正する条例  

 次に掲げる条例の規定中「社会保険診療報酬支払基金」を「医療情報基盤・診

療報酬審査支払機構」に改める。  

(1) 生駒市子ども医療費助成条例（昭和４８年１０月生駒市条例第２７号）第

３条の２第２項  

(2) 生駒市ひとり親家庭等医療費助成条例（昭和５３年９月生駒市条例第３１

号）第３条の２第２項  

(3) 生駒市心身障害者医療費助成条例（昭和４７年３月生駒市条例第２号）第

３条の２第２項  

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の生駒市子ども医療費助成条例、改正後の生駒市ひとり親家庭等医療

費助成条例及び改正後の生駒市心身障害者医療費助成条例の規定は、この条例
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の施行の日以後に行われる医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に

行われた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。  
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議案第 64 号 

 

生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 

 生駒市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（平成５年１２月生駒市条例第３２

号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条第１項中「同条第３項」を「同条第４項」に改める。 

附 則 

 この条例は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律（令

和８年法律第４３号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日又はこの条例の

公布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議案第 65 号 

 

生駒市景観条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和８年９月１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市景観条例の一部を改正する条例 

 生駒市景観条例（平成２２年１２月生駒市条例第３４号）の一部を次のように

改正する。 

 第１０条第５項中「同条第７項各号」を「同条第８項各号」に改め、同条第７

項中「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２

３号）の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 
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議案第 66 号 

 

財産の取得について 

 

下記のとおり財産を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年４月生駒市条例第２号）第３条の規

定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 取得する財産  パソコン機器等 

２ 取 得 価 格  ７６，５５７，２５０円 

３ 契約の相手方  京都府福知山市字天田５３０番地２２ 

株式会社堀通信 

代表取締役 小 嶋 英 昭 

４ 契 約 の 方 法  事後審査型条件付一般競争入札 

 

令和８年９月１日提出                                       

                    生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 67 号 

 

財産の取得について 

 

下記のとおり財産を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年４月生駒市条例第２号）第３条の規

定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 取得する財産  （仮称）生駒市学びの多様化学校開設に伴う物品 

２ 取 得 価 格  ４０，７００，０００円 

３ 契約の相手方  生駒市元町１丁目３番１９号 

株式会社いなもり 

代表取締役 稲 森 政 一 

４ 契 約 の 方 法  随意契約（公募型プロポーザル） 

 

令和８年９月１日提出 

                    生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 68 号 

 

住居表示を実施すべき市街地の区域及び当該区域における住居表示

の方法について  

 

住居表示に関する法律（昭和３７年法律第１１９号）第３条第１項の規定によ

り、生駒市における住居表示を実施すべき市街地の区域を別図のとおり定め、当

該区域における住居表示の方法は、街区方式とする。 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 69 号 

 

   市道路線の認定について 

 

 市道路線を次のとおり認定したいから、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

整理 
路    線    名 

起        点 

番号 終        点 

１ 菜畑西壱分線支線２２号 
壱分町１４８７番１３先 

壱分町１４８７番５先 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 70 号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 市道路線を次のとおり廃止したいから、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第１０条第３項の規定により、議会の議決を求める。 

 

整理 
路    線    名 

起        点 

番号 終        点 

１ 菜畑西壱分線支線２２号 
壱分町１４８７番１３先 

壱分町１４８７番５先 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 71 号  

 

生駒市公平委員会委員の選任について  

 

生駒市公平委員会の委員に下記の者を選任したいから、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

住  所  生駒市●●●●●●●● 

氏  名  福 田  進 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

住  所  生駒市●●●●●●●● 

氏  名  林  功 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 72 号 

 

   生駒市教育委員会委員の任命について 

 

生駒市教育委員会の委員に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

記 

 住  所  生駒市●●●●●●●● 

 氏  名  飯 島 敏 文 

 生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 73 号  

 

生駒市政治倫理審査会委員の解嘱について  

 

生駒市政治倫理審査会の下記の委員から辞職の申出があったため、同委員を解

嘱したいから、生駒市政治倫理条例（平成２０年６月生駒市条例第２５号）第８

条第７項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

住  所  奈良市●●●●●●●● 

氏  名  和 田 博 志 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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諮問第 ２ 号  

 

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて  

 

人権擁護委員の候補者に下記の者を推薦したいから、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

記 

住  所  生駒市●●●●●●●● 

氏  名  安 井 幹 雄 

生年月日  昭和●●年●●月●●日 

 

令和８年９月１日提出 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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